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令和3年度 予算概要（抜粋）
令和３年度 水管理・国土保全局関係 予算概要 （令和3年１月 国土交通省 水管理・国土保全局）より



令和３年度予算の概要

基本方針

令和元年東日本台風や令和２年７月豪雨など、気候変動に伴い激甚化・頻発化する水害・土砂災害等に対

し、防災・減災が主流となる社会を目指し、「流域治水」の考え方に基づいて、堤防整備、ダム建設・再生など

の対策をより一層加速するとともに、集水域から氾濫域にわたる流域に関わる全員で水災害対策を推進する。

・ ハード・ソフト一体の水災害対策「流域治水」の推進

・ 近年の自然災害からの復旧・復興

・ 防災インフラの管理の効率化・高度化と予防保全（老朽化対策）

・ 水辺空間の良好な環境と賑わいの創出

・ 公衆衛生の強化等のための下水道の持続性向上
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※『流域治水』に関連するページを抜粋しています。



予算の内訳
令和３年度予算の概要

【参考】この他、令和２年度第３次補正予算として、一般公共事業費4,060億円、災害復旧関係費4,184億円がある。 （P44参照）

〇 一般会計予算

○東日本大震災復興特別会計予算（復興庁所管)

単位：億円

単位：億円

（四捨五入の関係で合計値が合わない場合がある。）

対前年度

倍　率

復　旧 74 564 0.13

復　興 0 13 皆減

合　　計 74 577 0.13

備考

１．本表以外に、省全体で社会資本総合
整備77億円がある。

令和3年度 前　 年 　度事　　　項

対前年度

倍　率

一般公共事業費 9,204 8,961 1.03
治　山　治　水 8,517 8,414 1.01

　  治            水 8,367 8,266 1.01

  　海            岸 150 148 1.01

住宅都市環境整備 251 251 1.00

  　都市水環境整備 251 251 1.00

下　　水　　道 437 297 1.47

＜519＞ ＜514＞ ＜1.01＞

502 455 1.10

行政経費 10 10 0.98

合　　計 9,716 9,426 1.03

備考

1．前年度には、臨時・特別の措置を含
まない。

2．＜＞書は、水管理・国土保全局以外
の災害復旧関係費の直轄代行分を含む。

3．本表には、個別補助化に伴う増分
226億円を含む。

4．本表以外に、省全体で社会資本総合
整備14,851億円がある。

事　　　項 令和3年度 前　 年 　度

災害復旧関係費
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〇 一般会計予算

・治水事業等関係費 8,768億円

・下水道事業関係費 437億円

・災害復旧関係費 502億円
<519億円>

・行政経費 10億円

合計 9,716億円

主要項目

（注）四捨五入の関係で合計値が合わない場合がある。※上記以外に、省全体で社会資本総合整備14,851億円、社会資本総合整備（復興）77億円がある。

うち 河川関係 7,313億円、砂防関係 1,305億円、
海岸関係 150億円

○東日本大震災復興特別会計予算
（復興庁所管)

・復旧・復興関係費 74億円
（うち、復旧74億円、復興0億円）

< >書きは、水管理・国土保全局以外の災害復旧関係費
の直轄代行分を含む

令和３年度予算の概要

１．激甚化・頻発化する水災害等への防災対策の推進

２．防災インフラの管理の効率化・高度化と予防保全（老朽化対策）

３．水辺空間の良好な環境と賑わいの創出

４．公衆衛生の強化等のための下水道の持続性向上

（注）この他に工事諸費等がある。

5,695億円

2,194億円

（１）ハード・ソフト一体の水災害対策「流域治水」の推進 3,976億円
（２）近年の自然災害からの復旧・復興 1,719億円

90億円

主要課題

52億円

•気候変動を見据えた府省庁・官民連携による「流域治水」等の推進

•災害時情報伝達手段の多重化・高度化、

３次元モデル等を活用したインフラの整備、管理などデジタル化の推進

•河川・ダム、砂防関係施設等の重要インフラに係る老朽化対策

•河川、道路等のインフラの災害復旧事業等

【参考：令和２年度第３次補正予算（水管理・国土保全局関係）の概要】

392億円

4,205億円

86億円

3,560億円

一般公共事業費 4,060億円、災害復旧関係費4,184億円

※上記以外に、省全体で社会資本総合整備5,403億円がある。
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新規事項

１．（１）ハード・ソフト一体の水災害対策「流域治水」の推進

 利水ダム等による事前放流の更なる推進 ［予算・税制・法律］

 流域の関係者による雨水貯留浸透対策の強化 ［予算・税制・法律］

 都市浸水対策の強化（下水道施設の耐水化等） ［予算・法律］

 気候変動等を踏まえた海岸保全対策の推進 ［予算］

 居住の誘導等のまちづくりと一体となった砂防関係施設等の整備 ［予算］

 水災害リスク情報空白域の解消 ［法律］

１．（２）近年の自然災害からの復旧・復興

 被災自治体に対する支援の充実 ［予算・法律］

･･･Ｐ． 8

･･･Ｐ． 9

･･･Ｐ．10

･･･Ｐ．11

･･･Ｐ．12

･･･Ｐ．13

令和３年度予算の概要

･･･Ｐ．15

※『流域治水』に関連する項目のみ表示しています。

4



■氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

・河川堤防や遊水地等の整備 ・治水ダムの建設・再生
・雨水貯留浸透・排水施設の整備
・砂防関係施設の整備 ・海岸保全施設の整備

・利水ダム等の事前放流
・利水ダムの事前放流等の判断に資する雨量予測の高度化
・水田の貯留機能の向上
・森林整備、治山対策
・民間企業等による雨水貯留浸透施設の整備
・未活用の国有地を活用した遊水地・雨水貯留浸透施設等の整備 など

■被害対象を減少させるための対策

・高台まちづくりの推進（線的・面的につながった高台・建物群の創出）
・リスクが高い区域における立地抑制・移転誘導 など

■被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

・ハザードマップやマイタイムライン等の策定
・要配慮者利用施設（医療機関、社会福祉施設等）の浸水対策
・渡河部の橋梁や河川に隣接する道路構造物の流失防止対策
・地下駅等の浸水対策、鉄道橋梁の流出等防止対策
・学校及びスポーツ施設の浸水対策による避難所機能の維持 など

（１）ハード・ソフト一体の水災害対策「流域治水」の推進
1．激甚化・頻発化する水災害等への防災対策の推進

３，９７６億円

○ 気候変動の影響による災害の頻発化・激甚化に対応するため、抜本的な治水対策として、集水域と河川区域のみならず、氾
濫域も含めて一つの流域として捉え、地域の特性に応じ、ハード・ソフトの両面から「流域治水」を推進。

○ 河川、下水道、砂防、海岸等の管理者が主体となって行う治水対策に加え、水田、校庭、民間施設、国有地等の機能連携を進
めるなど、府省庁・官民が連携したあらゆる対策の充実を図る。

流域のあらゆる関係者が協働して行う対策

あらゆる関係者が協働して、「流域治水プロジェクト」を策定し、実行
あらゆる関係者が協働して行う「流域治水」

森林整備・治山対策

水田貯留 ため池等
の活用

雨水貯留施設
の整備

バックウォータ―対策

排水機場の整備 リスクが低い
地域への移転

学校施設の
浸水対策

海岸保全施設の整備

雨水貯留・排水
施設の整備

堤防整備・強化

遊水地整備

河道掘削

治水ダムの
建設・再生

利水ダム
の活用

集水域

河川区域

氾濫域

砂防関係施設
の整備

リスクの高い地域
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流域のあらゆる関係者が協働して行う対策

流域の関係者が一体となって事前防災対策に取り組むための協議会を設置するとともに、
対策の全体像を示す「流域治水プロジェクト」を策定し、各対策を推進。

洪水氾濫対策
・堤防整備、ダム建設・再生等の加速化
・「粘り強い堤防」を目指した堤防強化

内水氾濫対策
・都市浸水対策の強化
（下水道浸水被害軽減総合事業の拡充等）

土砂災害対策
・砂防関係施設の整備

高潮・津波対策
・気候変動等を踏まえた海岸保全対策の推進

流水の貯留機能の拡大
・利水ダム等による事前放流の更なる推進
（協議会の創設等）

流域の雨水貯留機能の向上
・流域の関係者による雨水貯留浸透対策の強化
（貯留機能保全区域の創設、雨水貯留浸透施設整備の支援）

・水田の貯留機能の向上
・森林整備、治山対策
・民間企業等による雨水貯留浸透施設の整備
・未活用の国有地を活用した遊水地、
雨水貯留浸透施設等の整備

水災害ハザードエリアにおける
土地利用・住まい方の工夫
・リスクが高い区域における立地抑制
（浸水被害防止区域の創設等）

・危険なエリアから安全なエリアへの
移転促進［都市局所管］
（防災集団移転促進事業の拡充）

・高台まちづくりの推進
（線的・面的につながった高台・建物群の創出）

・居住の誘導等のまちづくりと一体となった
砂防関係施設等の整備

まちづくりでの活用を視野にした
土地の水災害リスク情報の充実
・開発の規制や居住の誘導に有効な
多段階な浸水リスク情報の充実

浸水範囲の限定・氾濫水の制御
・二線堤の整備や自然堤防の保全

土地の水災害リスク情報の充実
・水災害リスク情報空白地帯の解消

あらゆる機会を活用した水災害リスク情報の提供
・土地等の購入に当たっての水災害リスク情報の提供

避難体制等の強化
・洪水・高潮予測の高度化
・ハザードマップやマイ・タイムライン等の策定
・学校及びスポーツ施設の浸水対策による
避難所機能の維持
・要配慮者利用施設の浸水対策
（医療機関、社会福祉施設等）

経済被害の軽減
・渡河部の橋梁や河川に隣接する道路構造物の
流失防止対策
・地下駅等の浸水対策、鉄道橋梁の流出等防止対策

関係者と連携した
早期復旧・復興の体制強化
・被災自治体に対する支援の充実
（権限代行の対象を拡大し、準用河川、
災害で堆積した土砂の撤去を追加）

「流域治水」の推進に向けた施策の充実・強化 下線部：令和３年度新規事項

1．（１）ハード・ソフト一体の水災害対策「流域治水」の推進［１／ ８ ］

P.8

P.15

P.9

P.12

P.10

P.13

■氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策 ■被害対象を減少させるための対策 ■被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

P.11

P.7

 「流域治水」の実効性を高める観点から関連制度を充実させるため、特定都市河川浸水被害対策法等の改正（流域治水関連法案）を検討中

［予算・税制・法律］

［予算・税制・法律］

［予算］

［予算・法律］

［予算］

［法律］

［法律］

［予算・法律］

［予算・法律］
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流域治水プロジェクト ［とりまとめイメージ］

1．（１）ハード・ソフト一体の水災害対策「流域治水」の推進［２／８ ］

〇 あらゆる関係者と協働して治水対策に取り組むためには、河川対策・流域対策・ソフト対策からなる「流域治水」の全体像を、「流域治水プロジェク
ト」として、分かりやすく提示していくことが必要。

〇 そのため、河川管理者に加え、都道府県、市町村等の関係者が一堂に会する協議会を全国の1級水系(１０９水系)において設立 (計１１８
協議会)し、必要な協議・調整を進め、令和２年度中に策定・公表を予定。（2級水系についても順次策定・公表を予定）

【庄内川水系における流域治水プロジェクトとりまとめイメージ】

●被害対象を減少させるための対策
・頻発・激甚化する自然災害に対応した
「安全なまちづくり」に向けた取組
（立地適正化計画に基づき水害リスクの低い地域への居住誘導）等

浸水被害解消

※直轄管理区間において、平成１２年９月洪

水（東海豪雨）と同規模の洪水が発生し
た場合に、氾濫ブロックで被害最大となる
１箇所を破堤させた場合の氾濫想定範囲

※直轄区間の河川における対策の効果を
示している。

■整備効果のイメージ
●氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策
・堤防整備、河道掘削、橋梁改築
・砂防関係施設の整備
・雨水排水網、ポンプ場、貯留管
・既存ダム２ダムにおける事前放流等の実施・体制構築
（関係者：国、土岐川防災ダム一部事務組合など）
・森林整備
・ため池等の活用、水田貯留
・校庭貯留 等

●被害の軽減、早期復旧・復興のための対策
・地下空間・地区タイムラインの活用
・広域避難計画の策定
・要配慮者利用施設の避難確保計画作成の促進
・小学生にも理解できる教材を用いた防災教育の実施
・各家庭等における雨水貯留浸透施設整備への助成
・危機管理型水位計・監視カメラの設置・増設 等

7



利水ダム等における事前放流の更なる推進
新規
事項

1．（１）ハード・ソフト一体の水災害対策「流域治水」の推進［３／８ ］
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○令和２年の出水期から新たな運用を開始している事前放流の取組みを一級水系に加えて全国の二級水系にも展開することとしており、都道府県が事
前放流に伴う損失補填を行う場合に特別交付税措置を講じる。

○更に効率的・効果的に事前放流を実施できるよう、放流管の増設など、利水ダムの施設改良等を推進するため、河川管理者が利水ダムの施設改良
等を主体的に行う制度を創設する。加えて、利水ダムを管理する民間事業者等が事前放流のために放流施設を整備した場合の固定資産税の特例
措置を創設する。

○また、利水ダムの事前放流の拡大を協議・推進するために、河川管理者、利水者等で構成する法定協議会を創設する。【流域治水関連法案】

○事前放流に伴う損失補填制度の拡充

・二級水系の管理者である都道府県が利水ダム等の事前放流に伴う

損失補填を行う場合に、特別交付税措置（措置率0.8）を講じる

（一級水系の都道府県所管の多目的ダムも同様）。

損失補填（特別交付税措置）

利水ダムの課題 対応例

○河川管理者による利水ダムの新たな施設整備制度の創設

・放流管の増設など、利水ダムの施設改良等を行うことで大きな

洪水調節効果が期待できる場合に、河川管理者が主体的に利水ダム

の施設改良等を行う制度を創設（原則、利水ダム管理者の費用負担

なし）。

利水ダムの改造（河川管理者による整備）

河川管理者 ダムの管理者の区分 支援内容と国の負担

一級
水系

国土交通省

直轄・水資源機構
が管理するダム

代替発電費用や給水出動費用等の増額分を
国が補填（国10/10）

利水者
が管理するダム

代替発電費用や給水出動費用等の増額分を
国が補填（国10/10）

国土交通省
（指定区間の管理を
都道府県が実施）

利水者
が管理するダム

代替発電費用や給水出動費用等の増額分を
国が補填（国10/10）

都道府県
が管理するダム

代替発電費用や給水出動費用等の増額分を
都道府県が補填

（地方10/10、現在は国の支援無し）
→特別交付税（0.8）【拡充】

二級
水系

都道府県
利水者

が管理するダム

代替発電費用や給水出動費用等の増額分を
都道府県が補填

（地方10/10、現在は国の支援無し）
→特別交付税（0.8）【拡充】

都道府県
都道府県

が管理するダム

代替発電費用や給水出動費用等の増額分を
都道府県が補填

（地方10/10、現在は国の支援無し）
→特別交付税（0.8）【拡充】

※ 災害や災害関連事業等、住民生活を維持するため支出がやむを得ないものについては、
特別交付税の措置率を0.8としている。

利水ダムの改造（税制の特例措置）

○固定資産税を非課税とする特例措置の創設

・事前放流のために利水ダムの放流施設を整備した場合に、民間事

業者等が整備する当該施設の治水に係わる部分の固定資産税を恒

久的に非課税とする特例措置を創設。 8



流域の関係者による雨水貯留浸透対策の強化

1．（１）ハード・ソフト一体の水災害対策「流域治水」の推進［４／８ ］

新規
事項

流域の関係者による流域治水を推進するため、国、都道府県、市町村等からなる法定協議会を創設するとともに、
様々な主体が流域水害対策計画に基づき実施する雨水貯留浸透対策を強化する。 【流域治水関連法案】

■雨水貯留浸透施設整備に係る予算・税制支援制度 下線：新規制度（令和３年度拡充）

雨水貯留浸透施設の例（防災調整池）

【平常時】 【出水時】

・ 流域水害対策計画を策定する河川を現行法の都市部から
地方部の河川にも拡大。

・ 国、都道府県、市町村等の関係者からなる協議会を法定化するとともに、
地方公共団体と民間による雨水貯留浸透対策を強化。

■流域治水の計画・体制の強化

［実施主体］ 河川管理者・下水道管理者 左記以外の地方公共団体 民間企業等

［補助率等］

１／２ ［防災・安全交付金等］
（下水道）

１／２ ［防災・安全交付金等］
（河川）

１／３ ［防災・安全交付金等］
（河川）

１／２［個別補助事業］
（河川※２）

１／３［防災・安全交付金等］
（河川・下水道）※１

１／２［個別補助事業］
（河川※２・下水道※３）

固定資産税の減免［特例措置］
（河川・下水道）

固定資産税について、課税標準を市町村の
条例で定める割合（１／６～１／２）に軽減

「特定都市河川浸水被害対策法に基づく特定都市河川流域」

「下水道法に基づく浸水被害対策区域」
または

■流域における雨水貯留機能の強化
貯留機能保全区域を創設し、土地が有する保水・遊水機能を保全。

※1：間接補助。但し地方公共団体が助成する額の１／２ 等
※2：都道府県等管理河川において、当該区間を管理する都道府県等が事業費の一部を負担する事業に限る。 ※3：浸水被害対策区域において、公共下水道管理者が事業費の一部を負担する事業に限る。 9



河川

貯留管止水板

貯留浸透施設

降雨レーダーによる
情報提供システム

内水ﾊｻﾞｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ

地下街

地下鉄

雨水浸透ます

逆流防止施設

雨水排除データ
情報提供システム

各戸貯留浸透施設

止水板

雨水管

貯留施設

河川

○都市浸水対策の推進のため、樋門等の自動化・無動力化・遠隔化やポンプ場の耐水化について下水道浸水被
害軽減総合事業の拡充等を行う。

○下水道の樋門等の操作ルールの策定を義務付け、河川等から市街地への逆流等を確実に防止する。【流域
治水関連法案】

○下水道で浸水被害を防ぐべき目標降雨を計画に位置付け、整備を加速する。【流域治水関連法案】

○下水道浸水被害軽減総合事業において、
都市機能が集積している地区等におけ
る一定規模以上の貯留・排水施設の
整備を推進しているところ。

○都市浸水対策の推進のため、

雨水管等の整備の加速化、省人化等に
よる施設の適切な管理や耐水化が求め
られている。

〇下水道浸水被害軽減総合事業について、
貯留・排水施設の規模によらず、樋門等
の自動化・無動力化・遠隔化、ポンプ場
の耐水化を交付対象に追加する。

○雨水管の交付対象要件の見直し（口径
等の要件緩和）により、支援対象を追加
する拡充等を行う。

下水道浸水被害軽減総合事業の拡充イメージ

樋門等

ポンプ場
逆流防止施設

拡充内容
・樋門等の自動化・無動力化・遠隔化
・ポンプ場の耐水化

【背景・課題】

【拡充の内容】

都市浸水対策の強化 -下水道浸水被害軽減総合事業の拡充等-

1．（１）ハード・ソフト一体の水災害対策「流域治水」の推進［５／８ ］

新規
事項
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気候変動等を踏まえた海岸保全対策の推進

1．（１）ハード・ソフト一体の水災害対策「流域治水」の推進［６／８ ］

新規
事項

海岸分野において、防災・安全交付金に関する拡充や個別補助制度の創設等を通じて、切迫する地震・津波
等に必要な対策を充実させる。

潮位偏差の
長期変化量

平均海面水位
の上昇量

波浪の長期変化
等の影響分

■気候変動による外力変化イメージ

海岸線の後退 ＜現在の設計＞＜変化する外力＞

高潮による
潮位偏差

計画波浪に
対する必要高

余裕高

朔望平均満潮位

【気候変動を踏まえた海岸保全対策推進のための制度拡充】

気候変動を踏まえた海岸保全基本計画の見直し等に必要となる
検討経費を防災・安全交付金の対象に追加する拡充を行う。

【海岸保全施設（沖合施設）の長寿命化対策の
促進・高度化のための制度創設】

令和2年6月に改訂された「海岸保全施設維持管理
マニュアル」に基づき、
離岸堤等の沖合施設に
係る長寿命化計画の
見直しに必要となる経費
について、防災・安全交
付金の対象として支援
する制度を創設する。

【津波対策緊急事業の創設】

大規模地震の発生リスクが高く、
津波到達までの時間が短い一定の
海岸地域について、海岸堤防の嵩
上げ等のハード対策と警戒避難体
制の整備等のソフト対策を計画的・
集中的に支援するため、個別補助
事業制度を創設する。

突堤の被覆ブロックの散乱事例

津波防波堤
（粘り強い化）

津波の浸入を抑制

遡
上
高

海岸堤防等
（嵩上げ、耐震化）

防潮堤を
超える時間

遅延

遡上高

低減
津波高

低減

■事業の展開イメージ
11



居住の誘導等のまちづくりと一体となった砂防関係施設等の整備

1．（１）ハード・ソフト一体の水災害対策「流域治水」の推進［７／８ ］

新規
事項

〇 近年激甚化・頻発化する土砂災害により、地域の社会生活や経済活動を支える公共インフラに甚大な被害が発生し、その後
の復旧・復興、地域の生活再建が長期化するといった事態が生じているところ。

〇 また、土砂災害による人的被害発生の一因として、地域住民の土砂災害リスクに対する認識不足が指摘されているところ。
〇 以上を踏まえ、住居や地域の基礎的インフラ等の集約化にかかる取組や、自助・共助など地域の取組と連携した土砂災害対

策を推進するという観点から、以下２つの制度を創設・拡充する。

まちづくり連携砂防等事業の創設 土砂災害リスク情報整備事業の追加

• 住居や基礎的な公共インフラを集約しようとする地域（立地
適正化計画における居住誘導区域（指定予定を含む））及
びこれら地域に接続するネットワークインフラを保全する砂
防関係事業を計画的・集中的に進めるため、個別補助事業
制度として「まちづくり連携砂防等事業」を創設

砂防堰堤

急傾斜地崩壊対策施設

• 土砂災害に関するリスク情報をより分かりやすく伝達し、住
民の実効性のある避難行動に資するため、土砂災害警戒
区域等を明示した看板の設置等の取組を防災・安全交付金
の支援対象に追加

• 看板等の設置にあたっては、ハザードマップを作成する市
町村や危機管理部局などとも連携、内容の充実を図る

平成30年7月豪雨に伴う土砂災害の
被災者152人に対する調査結果

土砂災害リスクの理解・認識が不十分

＜取組事例＞

＜イメージ＞

送電線

居住誘導区域
（立地適正化計画）

拠点区域に接続する
ネットワークインフラ発電所

物流拠点
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河川 下水道 海岸

現在の指定状況 約２,０００河川
（洪水予報河川、水位周知河川）

２団体
（広島市、福岡市）

８沿岸
（東京湾、大阪湾、讃岐阿波、紀伊水道西、
海部灘、玄界灘、豊前豊後、有明海）

※うち、6沿岸は一部の指定

上記のほか、

「水災害時に浸水が想定される区
域図の作成※」が想定されるもの

（一部は水位周知の実施も想定）

約１５,０００河川
（指定河川以外の1級河川及び2級河川のうち、

住家等の防護対象のある河川）

約１,０００団体
（雨水事業を実施している団体）

６９沿岸
（指定沿岸以外の、全沿岸）

＜洪水＞

国民経済上重大な損害を
生ずるおそれがあるもの

＜雨水出水＞ ＜高潮＞

洪水予報河川

洪水により相当な損害を
生ずるおそれがあるもの

水位周知河川

高潮により相当な損害を
生ずるおそれがあるもの

水位周知海岸

・水位等リアルタイム情報の発出
・洪水浸水想定区域の指定

・水位等リアルタイム情報の発出
・高潮浸水想定区域の指定

雨水出水により相当な損
害を生ずるおそれがある
もの

水位周知下水道

・水位等リアルタイム情報の発出
・雨水出水浸水想定区域の指定

土地の水災害リスク情報空白域の解消

これまでの法的位置づけ

指定状況等

これまでの水防法において浸水想定区域を指定することとなっていない河川、下水道、海岸においても洪水、内水、高潮
によって浸水が想定される範囲や浸水深等の情報整備を促進する。

※水災害時に浸水が想定される区域図の作成

・河川については、洪水予報河川や水位周知河川の指定の有無によらず、（簡易な浸水範囲等の解析手法も活用し
た）想定最大規模による洪水浸水想定区域を指定。 【流域治水関連法案】
・下水道や海岸についても、水位周知下水道や水位周知海岸の指定の有無によらず、想定最大規模による内水・高潮
浸水想定区域を指定。 【流域治水関連法案】

1．（１）ハード・ソフト一体の水災害対策「流域治水」の推進［８／８］
新規
事項
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（２）近年の自然災害からの復旧・復興

激甚な水害・土砂災害が発生し、人命被害や国民の生活に大きな支障が生じた地域等において、改良復旧により
集中的に再度災害防止対策を実施する。

１，７１９億円

六角川水系六角川・牛津川（佐賀県武雄市・小城市等）

令和元年8月の豪雨では、牛津川

等からの越水、支川や水路からの

氾濫等により、武雄市・小城市等

において甚大な被害が発生

（約6,900ha、約2,900戸）

概ね5年間（令和6年度まで）を目標に、六角川・牛津川等の

築堤、河道掘削、遊水地整備、排水ポンプ増強等を実施

同規模の洪水が起きた時の越水を防ぐ

ろ っ か く がわ た け お しう し づ が わ お ぎ し

牛
津
川

遊水地整備イメージ

阿武隈川

丸森町

あぶくまがわ

阿武隈川水系（宮城県丸森町）

令和元年東日本台風の猛烈な雨により、阿武隈川水系内川流
域では多数の崩壊が発生し、比較的勾配の緩い区間において、
大量の土砂・流木が氾濫する土砂・洪水氾濫が発生

緊急かつ集中的・重点的に砂防堰堤等の整備を実施し、
下流の人家等の安全性の向上を図る。

対策実施箇所

土砂・洪水氾濫状況

山腹崩壊発生状況

う ち か わ

あ ぶ く ま が わ

対策例イメージ（砂防堰堤）

五福谷川

五福谷川

ま る も り

1．激甚化・頻発化する水災害等への防災対策の推進
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被災自治体に対する支援の充実

1．（２）近年の自然災害からの復旧・復興

新規
事項

気候変動等の影響により災害が激甚化・頻発化していること等を踏まえ、再度災害防止を図るとともに、被災した
自治体の迅速な復旧・復興に資するための取組を推進する。

下水道の改良復旧事業の創設

下水道施設の被災による社会的影響が顕著となっ
ていることを踏まえ、災害復旧事業のみでは十分に再
度災害を防止することができない場合に、未被災箇所
を含む一連の施設の機能向上を図る改良復旧事業
（災害関連事業）を創設する。

【内容：（例） 雨水排水施設の能力増強】

内水浸水により雨水ポンプ場の機能停止等が生じた場合、災害復旧事業に
合わせて、地域の排水能力を向上させるために、雨水ポンプ場、雨水管渠等を
新たに設置することによって、再度災害防止を図る。

大規模災害時において、市町村の災害復旧事業の
測量・設計等を迅速に実施し、早期の復旧を図るため、
近年の災害実績を踏まえ、市町村における査定設計
委託費補助の補助対象限度額を引き上げる。

災害復旧事業査定設計委託費補助の拡充

査定設計委託費補助 ：特に被害が激甚な災害の査定設計に要する
経費を補助 【 補助率 ：１／２ 】

測量

設計

査定設計委託費補助の対象

調査

試験
（土質等）

権限代行制度の充実

国土交通大臣による権限代行の対象を拡大し、
準用河川、災害で堆積した土砂の撤去を追加
【流域治水関連法案】
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